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■ 1 ．近年の金融経済教育に関
する施策

⑴　これまでの金融経済教育に関する
取組

　2012年 6 月に、OECDの金融教育に関する
国際ネットワーク（INFE）が「金融教育の
ための国家戦略に関するハイレベル原則」を
取り纏めて以降、日本国内でも金融経済教育
に関してさまざまな取組が推進されてきまし
た。2013年 6 月には、金融広報中央委員会を
事務局とし、有識者や金融関係団体のほか、
関係省庁（金融庁、消費者庁、文部科学省）

をメンバーとする「金融経済教育推進会議」
が設置され、2014年には、この会議体におい
て、最低限身に付けるべき金融リテラシーの
内容を、年齢層別に具体化・体系化した「金
融リテラシー・マップ」が策定されました。
その後も改訂を経ながら、金融経済教育を担
う関係者の指針として、現在も大変重視され
ています。
　これまでも、政府・金融広報中央委員会・
金融業界団体および個別金融機関などは、出
張授業の実施、教材作成・提供、ウェブコン
テンツなどでの情報発信、セミナーやイベン
トの開催、学校現場での教育活動支援など、
さまざまな金融経済教育を積極的に展開して
きました。しかしながら、金融広報中央委員
会が行った金融リテラシー調査（2022年）に
よると、金融経済教育を受けたと認識してい
る人の割合は全体のわずか 7 ％程度に過ぎ
ず、自分の金融知識に自信があると答えた人
の割合も10％ほどに留まっています。

金融経済教育をめぐる動きについて
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⑵　国を挙げての金融経済教育の検討
　2022年 9 月より、金融庁の金融審議会顧客
本位タスクフォースにおいて、「金融リテラ
シーの向上」が議題の一つとして取り上げら
れました。議論においては、上記で述べた金
融経済教育の進展状況が確認されるととも
に、全体的な教育活動の量の少なさや、「金
融経済教育を実施する主体が民間の金融関係
団体や個別の金融機関では、社会人を中心と
する受け手に敬遠される場合もあるのではな
いか」といった点が指摘されるとともに、政
府、金融広報中央委員会、金融関係団体等に
よる金融経済教育に関する取組みが十分調整
されておらず、非効率的な面もあるため、諸
外国の事例も踏まえ、関係者間での取組みの
調整や業界横断的な取組みを進めることのほ

か、「金融経済教育を推進する主体の常設化
が必要ではないか」との意見も出されまし
た。
　並行的に、政府の「新しい資本主義実現会
議」下に設置された資産所得倍増分科会に
て、国民の安定的な資産形成を支えるための
課題として、金融機関が顧客本位で業務を行
うことや、企業の持続的な成長を実現するた
めの諸施策に加えて、国全体として、中立的
な立場から金融経済教育の機会を提供するた
めの体制を検討することも取り上げられまし
た。それらの議論を踏まえ、2022年11月に

「資産所得倍増プラン」が取り纏められ、官
民一体となった金融経済教育を戦略的に実施
するための中立的な組織として、「金融経済
教育推進機構（通称：「J-FLEC」（ジェイ-フ

（図表 1）金融経済教育を受けたと
認識している人の割合

（図表 2）金融知識に関する自己評価

（出典）金融広報中央委員会「金融リテラシー調査
（2022年）
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レック））」を設立する旨の方針が明記されま
した。

⑶　J-FLECの設立に向けて
　J-FLECの設立にあたって、教育体制の見
直しとあわせて検討されたのが、「顧客の立
場に立ったアドバイザー」の見える化です。
金融分野は専門性や複雑性が高く、お金の運
用などに関して心理的・感情的な要素にとら
われることがある点なども踏まえれば、中立
的な組織や専門家に相談し、アドバイスを求
めることがとても大切ですが、お金に関して
専門家に相談した経験のある人は非常に限ら
れています。
　そこで、お金に関する悩みについて気軽に
相談し、継続的に良質なアドバイスを受けら
れる環境を整備するため、J-FLECの主要事
業において、一定の中立性を有し、顧客の立
場に立っていると評価可能なアドバイザーを
認定・公表するということとなりました。
　また、2024年 3 月に閣議決定された「安定

的な資産形成の支援に関する基本方針」にお
いて、金融経済教育を受けたと認識している
人の割合を現状の 7 %から、2028年度末を目
途に米国並みの20%に引き上げる旨が政府目
標 と し て 掲 げ ら れ ま し た。こ の 目 標 は、
J-FLECだけの取組で達成するものではない
ものの、国を挙げて金融経済教育を推進して
いくという決意表明となっています。

■ 2 ．金融経済教育推進機構
（J-FLEC）の取組

⑴　J-FLECとは
　2023年11月に、改正金融サービス提供法が
成立し、この法律に基づく金融庁所管の認可
法人として、中立・公正な立場から、官民一
体で金融経済教育を推進する唯一の公的機関
として、2024年 4 月に金融経済教育推進機構

（通称：「J-FLEC」（ジェイ-フレック））が設
立されました。英語名称は「Japan Financial 
Literacy and Education Corporation」です。

（図表 3）専門家への相談経験

（出典）家森信善・上山仁恵・荒木千秋「「金融取引における助言者に対するニ
ーズと要望についての調査」の結果概要」（2023年12月）よりJ-FLEC作成

（％）
家計管理／
生活設計

金融取引

１．複数回、相談したことがある 2.5 5.5
２ ．一度だけ相談したことがある 3.7 3.4
３ ．相談できることは知っていたが、相談したことがない 39.6 41.0
４ ．相談できる先があることも知らなかった 36.9 32.9
５ ．覚えていない 17.4 17.2

合計 100 100
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　J-FLECのミッションは、「一人ひとりが描
くファイナンシャル・ウェルビーイングを実
現し、自立的で持続可能な生活を送ることの
できる社会づくりに貢献すること」です。こ
こでいうファイナンシャル・ウェルビーイン
グとは、「自らの経済状況を管理し、必要な
選択をすることによって、現在および将来に
わたって、経済的な観点から一人ひとりが多
様な幸せを実現し、安心感を得られている状
態」を意味しています。私たちは生きていく
ために、日々お金を使っていますが、「どの
ようなタイミングでどの程度お金を使う予定
か」、「そのためにはいつまでにいくら貯めて
おく必要があるか」、「そのために最適なお金
の管理・運用方法は何か」について真剣に向
き合ったことがある人は、あまり多くないか
もしれません。
　J-FLECは、一人ひとりがより豊かな暮ら
しを送るため、ご自身の生活設計にあった判
断を行えるよう、お金に関する学びの場を日
本全国に提供することを目指しています。
　J-FLECが取り組む事業としては、上述し
た一定の中立性を有し、顧客の立場に立って
いると評価可能なアドバイザーを認定・公表
する「J-FLEC認定アドバイザー制度」を根
幹として、主に、①講師派遣事業、②イベン
ト・セミナー事業、③「J-FLECはじめての
マネープラン」無料体験（個別相談事業）、
④「J-FLECはじめてのマネープラン」割引
クーポン配布事業、⑤学校等への支援事業の
5 つの事業を行っています。

⑵　J-FLEC認定アドバイザーの認定・
公表

　J-FLEC認定アドバイザーの認定に当たっ
ては、①金融商品の組成・販売等を行う金融
機関等に所属していないか、②金融商品の組
成・販売会社から顧客に対するアドバイスの
信頼性・公正性に影響を及ぼし得ると考えら
れる報酬を得ていないか等の要件に加え、家
計管理、生活設計、NISA・iDeCo等の資産
形成支援制度、金融商品・サービス、消費生
活相談等に関するアドバイスを提供するため
に有益な資格、及び一定の業務経験（原則と
して当該資格に関するもの）を有することと
し、中立・公正な立場から教育・アドバイス
を届けることが出来る方を認定・公表してい
ます。J-FLEC設立以後、これまでに非常に
多くの方から認定申請をいただいており、
2025年 8 月末時点で1300名を超えるJ-FLEC
認定アドバイザーを認定しており、J-FLEC
のホームページにおいて、J-FLEC認定アド
バイザーの諸情報（自己PR、保有資格、業
務経験、得意分野、報酬の目安等）を公表し
ています。しかしながら、まだまだ地域別分
布では担い手が少ない地域もありますので、
国全体に金融経済教育を推進していくため
に、引き続きJ-FLEC認定アドバイザーの広
報・周知に取組んでいます。

⑶　「学びの場」づくり
　主要事業 1 つ目の①講師派遣事業では、全
国の学校、企業、図書館・公民館などの地域
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コミュニティ等に講師を派遣し、金融経済に
関する無料の出張授業を行っています。この
講師派遣では、年齢層別に最低限身に付ける
べき金融リテラシー（お金に関する知識や判
断力）を体系的に整理した「金融リテラシ
ー・マップ」に沿った授業・研修を実施して
います。
　小中学生と大学生、若手社会人とベテラン
社会人では、共通して知っておくべき知識と
年齢層別に身に付ける知識は異なるため、
J-FLECでは標準講義資料としてベースとな
る講義資料を10種類作成しています。派遣先
の要望に応じて、講義時間やテーマをカスタ
マイズできるようにしており、金融リテラシ
ーの基礎を学べるものとしています。
　2025年 8 月末時点で、J-FLEC発足以降、

3,600件を超える講師派遣を実施しており、
既にお申込み済みでこれから実施する件数も
加味すると5000件を超えます。出来るだけ多
くの方に教育を行き届けるために、個人が自
身の学びのために見ていただくことは勿論、
教育の担い手としての金融機関やそのほかの
民間事業者などが自身で作成している教材を
見直す場合や、新規で作成する場合の参考と
して活用いただくことも可能としています。
　 2 つ目は②イベント・セミナー事業です。
一般の方を対象としたセミナーや金融機関と
共催した企業経営者・人事担当者向けのイベ
ント、地方自治体と共催した親子向けのイベ
ント、消費者教育に関する大学との共催シン
ポジウムなど、全国各地でお金に関する無料
イベント・セミナーを開催しています。

（図表 4）講師派遣事業における教育内容

（出典）J-FLEC作成

年齢層 学べる主な内容

小学生
「おこづかいから学ぶお金の話」
・おこづかいの使い方、貯め方、お金の流れ・トラブルの事例など
　※ドリル・ゲーム・クイズなども活用した参加型形式もあり

中学生・高校生
「大人になる前に知っておきたいお金の話」
・�収支管理の基本、お金の貯め方のコツ、資産形成と経済活動の関係性、クレジット・奨
学金の仕組みと注意点、金融トラブルの防止など

大学生・若手社会人
（10代～20代）

「社会人として知っておきたいお金の話」
・�家計管理や給与明細の見方、資産形成の基本（長期・積立・分散）や支援制度（NISA
など）、社会保険と民間保険、クレジット、奨学金、金融トラブルの防止など

中堅社会人
（30代～40代）

「将来に向けて知っておきたいお金の話」
・�家計の現状把握から外部知見（お金の専門家）の活用を通じた将来設計・資産形成の考
え方、社会保険と民間保険、各種ローン、金融トラブルの防止など

ベテラン社会人
（50代以上）

「リタイア前後に知っておきたいお金の話」
・�定年退職後の生活を見据えた年金などの社会保険、退職金、税金の仕組みのほか、資産
寿命の延伸、贈与・相続・終活などの概要

シニア層
（６０代以上）

「豊かな老後のために知っておきたいお金の話」
・�セカンドライフを有意義かつ快適なものとするために知っておきたい資産寿命の延伸や
そのために活用できる制度、終活のポイント、贈与・相続の基本、外部知見の活用など
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　これまでに、全国各地でJ-FLEC主催・共
催等のイベント・セミナーは約300回開催し
ており、47都道府県すべてで実施済みです。
全国津々浦々に金融経済教育を敷き詰めてい
く主旨の下、これからも取組を拡大していき
ます。
　なお、①講師派遣事業と②イベント・セミ
ナー事業等の「学びの場」を提供していく取
組みについては、年間実施回数 1 万回、年間
受講者数75万人をJ-FLECのKPI・目標とし
て掲げています。これまで金融庁、日銀、各
業界団体で行ってきた教育回数（約5,000回、
人約30万人）を倍増させる意欲的な目標とし
て、取組を進めています。

⑷　相談環境の整備
　J-FLECの特徴的な事業として、主要事業
3 つ目の③「J-FLECはじめてのマネープラ
ン」無料体験（個別相談事業）があります。
学びを得た後に、自分事としてお金について
考える際に、安心して相談できる先が必要で
す。しかしながら、多くの方はこれまでお金
に関する相談をしたことが無く、お金に関す
るアドバイスの価値や意義をご存じないのが
現状です。
　そのため、J-FLECでは要件を満たした
J-FLEC相談員（J-FLEC認定アドバイザー）
による個別相談（最大 1 時間、事前予約制）
の無料体験を提供し、個人の状況に寄り添っ
たアドバイスをお届けしています。さらに、
この個別相談とあわせ、お金に関する疑問や

質問について、より気軽に相談できる電話相
談窓口（最大30分、事前予約不要）も設置し
ています。すでに多くの方に個別相談を受け
ていただき、「自分の保有資産全体に対する
考え方など大変有益なアドバイスがもらえ
た。」「プロのアドバイスなので信頼度が高
く、個人面談なので自分自身の収支の状況な
どに即した話を聞くことができた。」など、
大変前向きな評価をいただいています。
　また、自分事として、より詳細なアドバイ
スを受けたい方には、主要事業 4 つ目の④

「J-FLECはじめてのマネープラン」割引クー
ポン配布事業を提供しています。J-FLEC認
定アドバイザーの公表リストからご自身でク
ーポン対象事業者を選び、個別相談（有料）
を受けていただくことが可能です。その際、
はじめての相談に対して相談料の 8 割（ただ
し、補助金額の上限は24,000円）を補助して
います。

⑸　学校等への教育支援
　主要事業 5 つ目は⑤学校等への支援事業が
あります。各都道府県に所在する金融広報委
員会が、金融経済教育を研究・実践する学校
等を「金融経済教育研究校」として指定して
おり、助成やアドバイスなどの支援を行って
おります。今後、より取組を拡大して多くの
学校に支援の輪を拡げていく方針です。
　また、教員向けのセミナー等も開催するこ
とで、金融経済教育の教え方に悩まれている
教員方へのサポートも実施しています。他に
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も、中学生・高校生向けの作文・小論文コン
クールを開催する等、学校教育の現場で金融
経済教育を実践していく体制づくりを進めて
います。

⑹　まとめ
　J-FLEC設 立 か ら 1 年 が 経 ち、少 し ず つ
J-FLECとしての認知、講師派遣や無料相談
等の実施回数も増えてきておりますが、これ
から国を挙げて金融経済教育を推進していく
ために、より多くの方に知っていただく、体
験していただくことが重要です。
　また、一人ひとりが描くファイナンシャ
ル・ウェルビーイングを実現していくために

は、学びの機会を得ることとあわせ、自分事
として家計管理や生活設計を考えること、将
来の目標に向けた資産形成を考え、取組むこ
とで、個人の金融意識・行動変容に繋げてい
くことが重要と言えます。一人ひとりの置か
れている現状、課題は異なりますので、一足
飛びに解決を目指すのではなく、丁寧に 1 つ
1 つステップを踏んでいけるよう、J-FLEC
は取組を拡充していきます。

■ 3 ．職域教育のススメ

⑴　職域教育の現状
　金融経済教育を国全体に広く届けていくた

（図表 5）ファイナンシャル・ウェルビーイング実現に向けた 3ステップ

（出典）J-FLEC作成
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めには、学校はもちろん、企業での取組、い
わゆる職域教育が重要と考えています。企業
の従業員向けの職域教育は多忙な働き手にと
って身近な場で学ぶ機会を得られるメリット
が大きい一方、現状はあまり普及しておら
ず、今後の広がりが期待されています。
　民間リサーチ会社の調査によると、金融経
済教育を「知っている」と回答した企業は全
体の62％、残りが「知らない」または「わか
らない」と回答しました。次に、「知ってい
る」と回答した企業に、金融経済教育への取
組状況を聞いたところ、「すでに取り組んで
いる」が12％、「取り組みたいと考えている」
が14％で、それ以外の70％超が、「取り組ん
でいない」または「取り組む予定はない」と
回答しています。企業によって細かい考え方
は異なることが想定されるものの、総じて職
域教育の拡充余地は大きいと言えます。

　職域教育を導入していない企業のボトルネ
ックとしては、 3 つのステージ①理解、②意
思、③環境に分類することができると考えて
います。すなわち、①理解とは、そもそも金
融経済教育を知らない、または、その重要性
に対する理解に至っていない状況です。②意
思とは、重要性は理解しているが、自社とし
て取り組む動機を見つけられていない状況で
す。最後に、③環境は、動き出したいけれど
も、人材や資金などのリソースが不足してい
る状況、を意味します

⑵　職域教育推進に向けて
　まず、「①理解」については、上述のとお
り、金融経済教育を知っていると回答した企
業が全体の 6 割を超えていることを踏まえる
と、まだ金融経済教育の重要性に関する啓発
広報を通じた改善・向上の余地は残されてい

（図表 6）金融経済教育の認知度と取組状況

（出典）帝国データバンク「金融経済教育に関する企業の意識調査」（2024年11月28日）よりJ-FLEC作成
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ますが、相応の企業に認知されていると評価
できます。一方、金融経済教育を知っている
と回答した企業のうち70％超が、「取り組ん
でいない」または「取り組む予定はない」と
回答したことを踏まえると、「②意思」が不
足している企業に対する動機付けや意識改革
のほか、「③環境」が整っていない企業への
支援を進めていくことが重要です。
　特に「③環境」については、大企業よりも
中小企業の方が、人材や資金などのリソース
問題を抱えていることが想定されます。ま
た、中小企業においては従業員の新規採用や
リテンション（人材の維持・確保）も課題視
されていますので、金融経済教育を通じて、
これらの課題にも寄与する点を伝えていくこ
とが必要になってきています。こうした従業
員向けの取組みは、従業員エンゲージメント

の向上を通じて、企業価値向上につながると
も指摘されており、サステナビリティ分野で
の開示情報としても積極的に公開していこう
と考えている企業も出てきています。
　順次、職域教育の必要性を考える企業は増
えてきており、業種としても、鉄鋼業、電子
部品業、土木業、食品輸入販売業、流通業、
金融業、人材派遣業、情報通信業、リース
業、医療法人など、幅広く利用いただいてい
ます。利用に至った経緯もさまざまで、導入
検討の際も、社長の問題意識を端緒としたト
ップダウンで決めた企業もある一方、総務・
人事担当者から、従業員アンケートを基に申
込に至ったケースも見られます。また、実施
方法についても、DC継続教育の一環として
勤務時間内に正式に開催している企業もあれ
ば、社員が任意で開催している昼休み中のラ

（図表 7）職域教育の導入に向けた企業のボトルネック

（出典）J-FLEC作成
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ンチセミナーや勤務時間後の社員勉強会への
派遣を申し込んでいただいた企業もありま
す。
　J-FLECでは、従業員の年代や知識レベル
に応じて、研修内容をカスタマイズできるよ
う、社会人向けの教材は、若手層・中堅層・
ベテラン層の 3 種類を作成しており、社会人
としての基礎知識から、多様な生き方や働き
方にあわせて人生設計を描けるよう気付きを
得られる資料構成としています。あくまでお
金の基礎知識ですので、既に十分な金融知識
を有している方にとってはご存じの内容も多
いかもしれませんが、復習として学びの機会
を持っていただければと考えています。

　お伝えしていく内容の一例としては、家計
管理・生活設計はもちろんのこと、「長期・
積立・分散投資」の考え方、NISA（少額投
資非課税制度）などの支援制度、社会保険、
金融トラブルの防止・啓発などについても解
説しています。企業年金制度の説明は、派遣
先の導入制度に応じて内容を変更することを
前提に、確定給付企業年金（DB）・確定拠出
年金（DC）・勤労者財産形成促進制度の概要
にも触れています。自身の生活環境の変化に
あわせて、考えを変えていくべき部分と基礎
知識として全員が理解しておくべき部分とが
ありますので、自分事として考えていただき
たいと考えています。

（図表 8）利用企業の声

（出典）J-FLEC作成
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　これらのお金に関する基礎知識は、企業規
模、所在地等に関わらず、全員が知っておく
べきものとなってきています。数十年前は、
従業員の健康診断をなぜ企業がやらなければ
いけないのかと考える企業経営者が多かった
かもしれませんが、今では、企業での健康診
断の実施は当たり前になっています。このよ
うに、従業員向け金融経済教育の実施が、企
業にとって当たり前になるためには、相応の
時間と関係者の努力が必要になりますが、国
を挙げて金融経済教育を推進していく中で、
企業マインドを変えるべく官民一体で様々な
取組を実施していきます。

⑶　最後に
　ここ 1 年だけでも、金融・経済を取り巻く
環境はめまぐるしく変化してきました。金融
経済教育に関する情報も常に最新化が求めら
れています。 1 度聞いて終わりではなく、自
分の置かれている環境が変わるタイミングや
数年に 1 度などの定期的なタイミングで都度
情報をアップデートしていくことが重要で
す。
　国民の金融リテラシー向上を目指すために
は、全ての金融経済教育をJ-FLECだけで賄
うのではなく、民間金融機関や教育機関、関
係行政機関とその地方部局、地方公共団体、
経済団体、都道府県金融広報委員会等がしっ
かりと連携を取りながら、全国において誰一
人取り残すことなく定期的に金融経済教育を
受ける機会が提供されるよう、取り組んでい

くことが求められています。
　J-FLECとしても、学びの歩みを止めず、
国民やJ-FLEC認定アドバイザー、金融機関、
その他関係団体と共にこれからも成長してい
きます。J-FLECの活動の詳細については、
J-FLECの公式ウェブサイトやSNSの公式ア
カウントでお知らせしていますので、是非チ
ェックしてみてください。

（参考）J-FLEC公式ウェブサイト

（参考）X公式アカウント
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